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１．はじめに

　2006年12月貸金業法の法改正（１条施行）以降、４段階にわたって施行された今回の法改正の要点は以下の2点に要約できる。

①（上限金利規制）上限金利を29・２％から15～20％に引き下げる(表1)。

②（総量規制）特定の業者から50万円以上、複数の業者から１００万円以上融資を受ける場合においては、融資審査にあたって源泉徴収票など収入証明書類の提出を義務付けたうえ、原則として年収の３分の１を超える貸付を禁止する。

　06年12月の改正以降、すでに貸金業界は大幅に縮小した。消費者向け無担保貸付残高は、06年３月の11.７兆円から09年３月には７.２兆円と、３年間で市場は約４．５兆円縮小した。各社が10年６月の完全施行をにらんで上限金利を18％に引き下げたうえ、08年に消費者金融大手のアコムが下限金利を12．０％から７.７％に引き下げるなど下限金利の引下げもあいまって、大手４社の平均貸付金利は06年３月末の22.2％から09年３月末には17.２％にまで低下するなど、各社の収益力は著しく低下した。推移をみると、貸付残高の減少率が近年急ピッチで拡大していることがわかる（表２）。とりわけ金利20％超の貸付残高は08年度では20．9％も減少した（06年度は７.・5％減少）。全体の貸付残高も06年度に７.１％だった減少率は、08年度には19.４％に加速した(表３)。
表１
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表２
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表３
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　本稿では、「中央政府の政策による経済波及効果が産業構造の異なる地域間にどのような影響を与えるか？」について、一次産業と三次産業の盛んな北海道経済と二次産業と三次産業の盛んな大阪経済に焦点を合わせて、経済効果と雇用効果を中心に以下の二つのケースを分析する。　

（１）改正貸金業法の上限金利規制と総量規制の経済効果。

（２）税金を投入する公共政策として、定額給付金の給付の経済効果。
２．分析手法
具体的には、北海道開発局(2004)『平成１２年北海道産業連関表　３３部門北海道産業連関表及び各種係数表』と総務省統計局ホームページ『平成17年（２００５年）産業連関表（確報）』を利用した。また、6年５月に実施した『大阪府の利用者アンケート調査（２０１０）』をベースに消費の動向を求めた。
表４
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そこで、2005年度を基準にGDPの3.82％、2006年度と2007年度は3.65％が北海道経済のシェアと仮定して、貸付残高の減少分の経済波及効果を推計した。大阪府の場合は2005年度GDPシェア率7.56％、2006年度7.52％、2007年度7.55％と仮定して推計した(表4)。

３．分析結果

３．１　上限金利規制と総量規制の効果

　北海道における上限金利規制の影響は、2006年以降2008年まで名目GDPベースで毎年平均0.24％も景気を引き下げ、失業者もこの間の累計が約2.9万人に達するマイナス効果があった。大阪府では上限金利規制の影響は、2006年以降2008年まで名目GDPベースで毎年平均0.27％も景気を引き下げ、失業者もこの間の累計が約3.8万人に達するマイナス効果があった。
　大阪府のアンケート調査から総量規制に抵触する利用者の内50％が破綻するとした場合、2010年６月からの貸付金額総量規制の影響は2008年名目GDPベースで北海道では0.25％景気を押し下げ、約1万人の新規失業者を創出する。大阪府では0.64％景気を押し下げるとともに新規失業者数は約3万人となる。これは、名目GDPが2倍近くある大阪府では、総量規制で借り換えができなくなる影響が北海道に比べてはるかに大きいことを物語っている。従って、利用者や就業者が不利益とならないように追加的な施策が必要となる。最近、大阪府はこの分野において特区を設け、利用者のディフォルトを食い止める施策を発表している。

３．２　定額給付金の効果

　定額給付金の給付における消費性向が63％の時、北海道では0.3％の景気を高め、雇用効果も7,695人となる。一方大阪府では0.2％しか景気を引き上げず、新規雇用も8,440人となり、2008年度の名目GDP約18兆円の北海道に比べて約2倍、約38兆円の名目GDPである大阪府の新規雇用に対する影響は小さい経済規模に留まっている。また、これは一度限りの最終消費拡大政策である。費用対効果の充分な検討が必要と思われる。(表５・６参照)
表５
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表６
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４．おわりに
４．１　残された問題
　　今回のシミュレーションでは金融機関の帰属利子に関する影響を一定と仮定しているが、現状では影響利益が急落しているので、この部分をさらに考慮した考察が必要と考える。

　４．２　分析結果の留意点

（１）経済波及効果の計測は乗数効果の計測であるが、プロジェクト成果の数値シミュレーションとして多く使われるので、数値が一人歩きする傾向がある。
（２）今回用いたプログラムは乗数効果を無限回ループさせて計算している。従って、経済波及効果などの結果は無限年後の最終結果である。

（３）ここでは平均消費性向を用いていることから、結論の数値が大きめに出る傾向がある。もし、限界消費性向を利用すれば、数値は控えめとなり、より現実に近づく。
＊本研究は日本学術振興会平成２１年度科学研究費補助金基盤研究（C）課題番号２１５３０３１１による研究成果の一部である。ここに記して感謝申し上げる。
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				消費者物価指数（生鮮食品を除く総合指数）（前年同月比）

						前年同月比（％） ゼンネンドウゲツヒ		目盛用 メモヨウ

				1999/1		▲ 0.1		0
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（資料）総務省「消費者物価指数月報」
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（図表１）消費者物価指数
（生鮮食品を除く総合指数、前年同月比）



資金調達状況

		

				クレジット会社の資金調達状況

				（信販会社、流通系クレジット会社、銀行系クレジットカード会社）

																				（100万円） マンエン

				［実額］ ジツガク

				短期借入金残高（１年未満） タンキシャクニュウキンザンダカネンミマン				1997		1998		1999		2000		2001		2002		2003				短期借入金残高（１年未満） タンキシャクニュウキンザンダカネンミマン						（100万円） マンエン				長期借入金残高（１年以上） チョウキシャクニュウキンザンダカネンイジョウ						（100万円） マンエン

						金融機関 キンユウキカン		7,281,357		6,569,593		6,263,115		5,387,961		5,081,938		5,052,266		4,112,067				2003		信販会社 シンパンガイシャ		流通系クレジット会社 リュウツウケイカイシャ		銀行系クレジットカード会社 ギンコウケイカイシャ				2003		信販会社 シンパンガイシャ		流通系クレジット会社 リュウツウケイカイシャ		銀行系クレジットカード会社 ギンコウケイカイシャ

						社債 シャサイ		10,300		25,159		20,000		39,999		149,964		99,000		36,000				金融機関 キンユウキカン		3,093,252		561,125		457,690				金融機関 キンユウキカン		3,253,821		665,159		370,268

						CP		330,900		404,600		340,300		330,300		244,552		472,100		524,300				関係会社 カンケイカイシャ		16,699		48,988		15,232				関係会社 カンケイカイシャ		262,000		5,490		4,660

						債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		61,824		45,798		22,654		25,579		29,964		116,938		165,892				金融業者 キンユウギョウシャ		1,000		0		0				金融業者 キンユウギョウシャ		0		0		0

						その他 タ		331,635		281,083		189,951		187,961		232,677		183,173		122,434				社債 シャサイ		0		20,000		16,000				社債 シャサイ		339,450		186,796		132,100

						合計 ゴウケイ		8,016,016		7,326,233		6,836,020		5,971,800		5,739,095		5,923,477		4,960,693				CP		203,900		117,700		202,700				債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		1,835,614		167,315		2,012

																								債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		50,018		95,387		20,487				その他 タ		27,201		0		0

				［構成比］ コウセイヒ																（％）				その他 タ		40,515		0		0				合計 ゴウケイ		5,718,086		1,024,760		509,040

				短期借入金残高（１年未満） タンキシャクニュウキンザンダカネンミマン				1997		1998		1999		2000		2001		2002		2003				合計 ゴウケイ		3,405,384		843,200		712,109

						金融機関 キンユウキカン		90.8		89.7		91.6		90.2		88.5		85.3		82.9														2002		信販会社 シンパンガイシャ		流通系クレジット会社 リュウツウケイカイシャ		銀行系クレジットカード会社 ギンコウケイカイシャ

						社債 シャサイ		0.1		0.3		0.3		0.7		2.6		1.7		0.7				2002		信販会社 シンパンガイシャ		流通系クレジット会社 リュウツウケイカイシャ		銀行系クレジットカード会社 ギンコウケイカイシャ				金融機関 キンユウキカン		3,511,242		553,177		285,508

						CP		4.1		5.5		5.0		5.5		4.3		8.0		10.6				金融機関 キンユウキカン		3,964,875		657,397		429,994				関係会社 カンケイカイシャ		262,280		11,010		15,450

						債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		0.8		0.6		0.3		0.4		0.5		2.0		3.3				関係会社 カンケイカイシャ		80,038		35,997		28,700				金融業者 キンユウギョウシャ		1,610		0		0

						その他 タ		4.1		3.8		2.8		3.1		4.1		3.1		2.5				金融業者 キンユウギョウシャ		2,000		0		0				社債 シャサイ		291,750		141,741		88,000

						合計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0				社債 シャサイ		40,000		40,000		19,000				債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		1,660,044		144,484		4,491

																								CP		145,100		214,500		112,500				その他 タ		22,755		3,970		0

				［実額］ ジツガク																（100万円） マンエン				債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		57,900		13,833		45,205				合計 ゴウケイ		5,749,681		854,382		393,449

				長期借入金残高（１年以上） チョウキシャクニュウキンザンダカネンイジョウ				1997		1998		1999		2000		2001		2002		2003				その他 タ		36,438		0		0

						金融機関 キンユウキカン		5,679,641		5,328,895		4,920,084		4,847,313		4,862,816		4,349,927		4,289,248				合計 ゴウケイ		4,326,351		961,727		635,399				2001		信販会社 シンパンガイシャ		流通系クレジット会社 リュウツウケイカイシャ		銀行系クレジットカード会社 ギンコウケイカイシャ

						社債 シャサイ		102,951		201,642		533,505		439,525		609,495		521,491		658,346														金融機関 キンユウキカン		4,240,309		403,967		218,540

						債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		183,424		338,607		514,757		699,831		1,285,367		1,809,019		2,004,941				2001		信販会社 シンパンガイシャ		流通系クレジット会社 リュウツウケイカイシャ		銀行系クレジットカード会社 ギンコウケイカイシャ				関係会社 カンケイカイシャ		257,930		13,970		0

						その他 タ		200,025		126,538		94,690		197,805		298,625		317,075		299,351				金融機関 キンユウキカン		3,925,452		655,616		500,870				金融業者 キンユウギョウシャ		5,575		0		0

						合計 ゴウケイ		6,166,041		5,995,682		6,063,036		6,184,474		7,056,303		6,997,512		7,251,886				関係会社 カンケイカイシャ		96,221		27,054		690				社債 シャサイ		383,050		164,445		62,000

																								金融業者 キンユウギョウシャ		2,050		60,221		0				債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		1,177,700		98,775		8,892

				［構成比］ コウセイヒ																（％）				社債 シャサイ		6,964		115,000		28,000				その他 タ		21,150		0		0

				長期借入金残高（１年以上） チョウキシャクニュウキンザンダカネンイジョウ				1997		1998		1999		2000		2001		2002		2003				CP		72,500		48,052		124,000				合計 ゴウケイ		6,085,714		681,157		289,432

						金融機関 キンユウキカン		92.1		88.9		81.1		78.4		68.9		62.2		59.1				債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		12,700		4,100		13,164

						社債 シャサイ		1.7		3.4		8.8		7.1		8.6		7.5		9.1				その他 タ		21,541		24,900		0				2000		信販会社 シンパンガイシャ		流通系クレジット会社 リュウツウケイカイシャ		銀行系クレジットカード会社 ギンコウケイカイシャ

						債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		3.0		5.6		8.5		11.3		18.2		25.9		27.6				合計 ゴウケイ		4,137,428		934,943		666,724				金融機関 キンユウキカン		4,352,304		400,970		94,039

						その他 タ		3.2		2.1		1.6		3.2		4.2		4.5		4.1														関係会社 カンケイカイシャ		120,012		44,943		8,950

						合計 ゴウケイ		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0		100.0				2000		信販会社 シンパンガイシャ		流通系クレジット会社 リュウツウケイカイシャ		銀行系クレジットカード会社 ギンコウケイカイシャ				金融業者 キンユウギョウシャ		12,877		0		0

				［実額］ ジツガク																（100万円） マンエン

								1997		1998		1999		2000		2001		2002		2003				金融機関 キンユウキカン		4,307,350		727,388		353,223				社債 シャサイ		314,326		117,199		8,000

						短期借入金（１年未満） タンキカリイレキンネンミマン		8,016,016		7,326,233		6,836,020		5,971,800		5,739,095		5,923,477		4,960,693				関係会社 カンケイカイシャ		141,823		27,793		11,200				債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		677,587		22,244		0

						長期借入金（１年以上） チョウキカリイレキンネンイジョウ		6,166,041		5,995,682		6,063,036		6,184,474		7,056,303		6,997,512		7,251,886				金融業者 キンユウギョウシャ		2,027		0		0				その他 タ		11,023		0		0

						合計 ゴウケイ		14,182,057		13,321,915		12,899,056		12,156,274		12,795,398		12,920,989		12,212,579				社債 シャサイ		22,999		15,000		2,000				合計 ゴウケイ		5,488,129		585,356		110,989

				［構成比］ コウセイヒ																（％）				CP		76,000		233,300		21,000

								1997		1998		1999		2000		2001		2002		2003				債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		0		16,079		9,500				1999		信販会社 シンパンガイシャ		流通系クレジット会社 リュウツウケイカイシャ		銀行系クレジットカード会社 ギンコウケイカイシャ

						短期借入金（１年未満） タンキカリイレキンネンミマン		56.5		55.0		53.0		49.1		44.9		45.8		40.6				その他 タ		4,998		120		0				金融機関 キンユウキカン		4,511,853		324,761		83,470

						長期借入金（１年以上） チョウキカリイレキンネンイジョウ		43.5		45.0		47.0		50.9		55.1		54.2		59.4				合計 ゴウケイ		4,555,197		1,019,680		396,923				関係会社 カンケイカイシャ		54,000		12,335		52

						合計 ゴウケイ		100		100		100		100		100		100		100														金融業者 キンユウギョウシャ		9,800		0		0

																								1999		信販会社 シンパンガイシャ		流通系クレジット会社 リュウツウケイカイシャ		銀行系クレジットカード会社 ギンコウケイカイシャ				社債 シャサイ		425,549		102,456		5,500

																								金融機関 キンユウキカン		5,198,711		755,884		308,520				債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		514,757		0		0

				［実額］ ジツガク																（100万円） マンエン				関係会社 カンケイカイシャ		170,969		15,327		100				その他 タ		18,503		0		0

								1997		1998		1999		2000		2001		2002		2003				金融業者 キンユウギョウシャ		2,000		0		0				合計 ゴウケイ		5,534,462		439,552		89,022

						金融機関 キンユウキカン		12,960,998		11,898,488		11,183,199		10,235,274		9,944,754		9,402,193		8,401,315				社債 シャサイ		0		20,000		0

						社債 シャサイ		113,251		226,801		553,505		479,524		759,459		620,491		694,346				CP		87,800		222,500		30,000				1998		信販会社 シンパンガイシャ		流通系クレジット会社 リュウツウケイカイシャ		銀行系クレジットカード会社 ギンコウケイカイシャ

						CP		330,900		404,600		340,300		330,300		244,552		472,100		524,300				債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		0		11,654		11,000				金融機関 キンユウキカン		4,902,986		348,278		77,631

						債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		245,248		384,405		537,411		725,410		1,315,331		1,925,957		2,170,833				その他 タ		1,093		462		0				関係会社 カンケイカイシャ		58,149		3,310		154

						その他 タ		531,660		407,621		284,641		385,766		531,302		500,248		421,785				合計 ゴウケイ		5,460,573		1,025,827		349,620				金融業者 キンユウギョウシャ		6,037		275		0

						合計 ゴウケイ		14,182,057		13,321,915		12,899,056		12,156,274		12,795,398		12,920,989		12,212,579														社債 シャサイ		126,659		72,483		2,500

																								1998		信販会社 シンパンガイシャ		流通系クレジット会社 リュウツウケイカイシャ		銀行系クレジットカード会社 ギンコウケイカイシャ				債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		338,607		0		0

				［構成比］ コウセイヒ																（％）				金融機関 キンユウキカン		5,423,539		819,802		326,252				その他 タ		57,913		700		0

								1997		1998		1999		2000		2001		2002		2003				関係会社 カンケイカイシャ		70,258		32,594		100				合計 ゴウケイ		5,490,351		425,046		80,285

						金融機関 キンユウキカン		91.4		89.3		86.7		84.2		77.7		72.8		68.8				金融業者 キンユウギョウシャ		7,500		300		0

						社債 シャサイ		0.8		1.7		4.3		3.9		5.9		4.8		5.7				社債 シャサイ		6,642		18,517		0				1997		信販会社 シンパンガイシャ		流通系クレジット会社 リュウツウケイカイシャ		銀行系クレジットカード会社 ギンコウケイカイシャ

						CP		2.3		3.0		2.6		2.7		1.9		3.7		4.3				CP		156,100		208,000		40,500				金融機関 キンユウキカン		5,235,088		384,589		59,964

						債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		1.7		2.9		4.2		6.0		10.3		14.9		17.8				債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		21,046		8,252		16,500				関係会社 カンケイカイシャ		34,789		5,775		1,297

						その他 タ		3.7		3.1		2.2		3.2		4.2		3.9		3.5				その他 タ		168,871		1,460		0				金融業者 キンユウギョウシャ		3,841		0		0

						合計 ゴウケイ		100		100		100		100		100		100		100				合計 ゴウケイ		5,853,956		1,088,925		383,352				社債 シャサイ		66,119		36,332		500

																																		債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		183,424		0		0

																								1997		信販会社 シンパンガイシャ		流通系クレジット会社 リュウツウケイカイシャ		銀行系クレジットカード会社 ギンコウケイカイシャ				その他 タ		153,723		600		0

																								金融機関 キンユウキカン		6,027,523		868,482		385,352				合計 ゴウケイ		5,676,984		427,296		61,761

																								関係会社 カンケイカイシャ		78,917		29,010		100

																								金融業者 キンユウギョウシャ		9,400		0		3,000

																								社債 シャサイ		10,300		0		0

																								CP		119,400		211,500		0

																								債権流動化（ABSを含む） サイケンリュウドウカフク		42,272		6,352		13,200

																								その他 タ		210,428		780		0

																								合計 ゴウケイ		6,498,240		1,116,124		401,652





資金調達状況
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（資料）日本クレジット産業協会「日本の消費者信用統計」
（注）信販会社、流通系クレジット会社、銀行系クレジットカード会社の
　　　合計をもとに作成。
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（図表３）クレジットカード会社の資金調達状況（借入先）
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雇用者所得
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（資料）日本クレジット産業協会「日本の消費者信用統計」
（注）信販会社、流通系クレジット会社、銀行系クレジット
　　　カード会社の合計をもとに作成。
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（図表２）クレジットカード会社の
資金調達状況（期間）
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民間最終消費支出

		

				雇用者所得（前年同期比）

										355305.5		←指数100 シスウ

								雇用者数（万人） コヨウシャスウマンニン		現金給与総額指数
（2000年=100） シスウネン		指数から逆算した
現金給与総額（円） シスウギャクサンゲンキンキュウヨソウガクエン		現金給与総額
（円、実額） ゲンキンキュウヨソウガクエンジツガク		雇用者所得（円） コヨウシャショトクエン		前年同月比（％） ゼンネンドウゲツヒ		（目盛用） メモヨウ

				1999/1				5,345		85.3		303,076		301,076		1,619,939,037

				2月				5,283		79.8		283,534		281,878		1,497,909,007

				3月				5,291		86.7		308,050		306,815		1,629,891,854

				4月				5,312		82		291,351		290,092		1,547,653,909

				5月				5,342		80.5		286,021		284,624		1,527,923,795

				6月		1999		5,321		136		483,215		481,425		2,571,189,569

				7月				5,308		123.3		438,092		436,890		2,325,390,645

				8月				5,345		88.3		313,735		312,851		1,676,912,273

				9月				5,355		80.6		286,376		285,460		1,533,544,728

				10月				5,373		80.9		287,442		286,778		1,544,426,669

				11月				5,357		83.9		298,101		297,180		1,596,928,742

				12月				5,337		191.2		679,344		677,702		3,625,659,547

				2000/1				5,305		86.1		305,918		305,282		1,622,895,178		0.2		0

				2月				5,277		80.3		285,310		285,265		1,505,582,540		0.5		0

				3月				5,270		85.9		305,207		304,792		1,608,443,127		▲ 1.3		0

				4月				5,289		82.2		292,061		291,911		1,544,711,269		▲ 0.2		0

				5月				5,374		80.7		286,732		286,992		1,540,895,288		0.8		0

				6月		2000		5,379		138.4		491,743		490,031		2,645,084,586		2.9		0

				7月				5,361		122.2		434,183		434,993		2,327,656,784		0.1		0

				8月				5,356		88.8		315,511		315,901		1,689,878,437		0.8		0

				9月				5,397		80.9		287,442		288,119		1,551,325,281		1.2		0

				10月				5,425		81.3		288,863		289,467		1,567,083,790		1.5		0

				11月				5,429		84		298,457		299,197		1,620,320,990		1.5		0

				12月				5,409		189.1		671,883		671,716		3,634,213,527		0.2		0

				2001/1				5,355		86.6		307,695		309,009		1,647,704,385		1.5		0

				2月				5,349		79.6		282,823		283,682		1,512,821,179		0.5		0

				3月				5,338		85.2		302,720		303,630		1,615,920,887		0.5		0

				4月				5,359		81.9		290,995		292,007		1,559,443,301		1.0		0

				5月				5,413		80.2		284,955		286,430		1,542,461,475		0.1		0

				6月		2001		5,413		136.4		484,637		485,588		2,623,338,468		▲ 0.8		0

				7月				5,390		121		429,920		432,637		2,317,266,940		▲ 0.4		0

				8月				5,372		86.5		307,339		309,359		1,651,026,491		▲ 2.3		0

				9月				5,344		79.6		282,823		284,368		1,511,407,063		▲ 2.6		0

				10月				5,361		79.9		283,889		285,861		1,521,929,436		▲ 2.9		0

				11月				5,372		82.6		293,482		295,277		1,576,587,147		▲ 2.7		0

				12月				5,361		181.1		643,458		646,884		3,449,579,735		▲ 5.1		0

				2002/1				5,303		82.8		294,193		296,948		1,560,105,235		▲ 5.3		0

				2月				5,272		78.2		277,849		280,942		1,464,819,406		▲ 3.2		0

				3月				5,292		84.1		298,812		301,921		1,581,312,710		▲ 2.1		0

				4月				5,318		79.9		283,889		287,474		1,509,722,205		▲ 3.2		0

				5月				5,320		78.1		277,494		280,688		1,476,265,928		▲ 4.3		0

				6月		2002		5,348		131		465,450		470,269		2,489,227,696		▲ 5.1		0

				7月				5,379		114.1		405,404		409,738		2,180,665,833		▲ 5.9		0

				8月				5,363		83.7		297,391		300,528		1,594,906,343		▲ 3.4		0

				9月				5,342		78.3		278,204		281,456		1,486,166,871		▲ 1.7		0

				10月				5,336		79.1		281,047		284,708		1,499,664,927		▲ 1.5		0

				11月				5,350		81.6		289,929		293,524		1,551,121,691		▲ 1.6		0

				12月				5,348		175.3		622,851		630,414		3,331,004,696		▲ 3.4		0

				2003/1				5,289		81.7		290,285		294,098		1,535,315,215		▲ 1.6		0

				2月				5,262		78		277,138		280,735		1,458,301,682		▲ 0.4		0

				3月				5,296		83		294,904		298,682		1,561,809,280		▲ 1.2		0

				4月				5,312		79.2		281,402		285,476		1,494,807,190		▲ 1.0		0

				5月				5,351		78.3		278,204		282,440		1,488,670,709		0.8		0

				6月		2003		5,373		133.7		475,043		481,998		2,552,408,476		2.5		0

				7月				5,382		111.5		396,166		401,724		2,132,163,434		▲ 2.2		0

				8月				5,347		81.9		290,995		295,611		1,555,951,358		▲ 2.4		0

				9月				5,328		78.2		277,849		282,244		1,480,378,945		▲ 0.4		0

				10月				5,332		78.7		279,625		284,128		1,490,962,785		▲ 0.6		0

				11月				5,361		81		287,797		293,200		1,542,882,156		▲ 0.5		0

				12月				5,385		172.1		611,481		621,143		3,292,823,922		▲ 1.1		0

				2004/1				5,310		80.3		285,310		283,762		1,514,997,781		▲ 1.3		0

				2月				5,286		77.7		276,072		274,599		1,459,318,566		0.1		0

				3月				5,311		80.6		286,376		284,858		1,520,944,173		▲ 2.6		0

				4月				5,369		79.3		281,757		280,545		1,512,754,737		1.2		0

				5月				5,406		77.9		276,783		275,323		1,496,288,814		0.5		0

				6月		2004		5,371		131		465,450		461,932		2,499,933,051		▲ 2.1		0

				7月				5,381		110.8		393,678		391,643		2,118,383,976		▲ 0.6		0

				8月				5,383		81.9		290,995		290,053		1,566,427,186		0.7		0

				9月				5,353		77.7		276,072		274,873		1,477,815,415		▲ 0.2		0

				10月				5,362		78.2		277,849		276,543		1,489,825,807		▲ 0.1		0

				11月				5,364		82.6		293,482		292,277		1,574,239,288		2.0		0

				12月				5,362		171.1		607,928		604,767		3,259,708,384		▲ 1.0		0

				2005/1				5,310		80.5		286,021		284,507		1,518,771,125		0.2		0

				2月				5,284		77.8		276,428		274,826		1,460,643,856		0.1		0

				3月				5,313		80.3		285,310		283,831		1,515,853,712		▲ 0.3		0

				4月				5,390		79.8		283,534		282,106		1,528,247,123		1.0		0

				5月				5,447		78.4		278,560		276,908		1,517,313,662		1.4		0

				6月		2005		5,416		133		472,556		469,876		2,559,365,002		2.4		0

				7月				5,409		112.2		398,653		396,482		2,156,312,838		1.8		0
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（資料）総務省「労働力調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注）雇用者所得＝雇用者数×現金給与総額

（年/月）

（％）

（図表４）雇用者所得（前年同月比）



消費性向

		

				家計最終消費支出（前年度比）

				年/期 ネンキ				名目民間最終消費支出
（前年同期比） メイモクミンカンサイシュウショウヒシシュツゼンネンドウキヒ		実質民間最終消費支出
（前年同期比） ジッシツミンカンサイシュウショウヒシシュツゼンネンドウキヒ		目盛用 メモリヨウ

				1995/ 1- 3.		1995		1.6		1.5		0

				4- 6.				1.8		2.2		0

				7- 9.				0.8		1.2		0

				10-12.				2.0		2.6		0

				1996/ 1- 3.		96		2.9		3.5		0

				4- 6.				2.6		2.6		0

				7- 9.				1.7		1.7		0

				10-12.				2.4		2.2		0

				1997/ 1- 3.		97		4.3		4.0		0

				4- 6.				1.1		▲ 0.5		0

				7- 9.				2.0		0.4		0

				10-12.				0.6		▲ 0.7		0

				1998/ 1- 3.		98		▲ 1.9		▲ 2.9		0

				4- 6.				0.5		0.9		0

				7- 9.				▲ 0.1		0.6		0

				10-12.				0.7		0.7		0

				1999/ 1- 3.		99		▲ 0.2		0.3		0

				4- 6.				▲ 0.1		0.3		0

				7- 9.				▲ 0.5		▲ 0.2		0

				10-12.				▲ 1.3		▲ 0.5		0

				2000/ 1- 3.		2000		0.4		1.0		0

				4- 6.				▲ 0.3		0.6		0

				7- 9.				▲ 0.9		0.0		0

				10-12.				▲ 0.4		0.5		0

				2001/ 1- 3.		01		0.2		1.0		0

				4- 6.				0.5		1.4		0

				7- 9.				0.2		1.2		0

				10-12.				▲ 0.6		0.7		0

				2002/ 1- 3.		02		▲ 1.3		0.1		0

				4- 6.				▲ 0.8		0.5		0

				7- 9.				0.1		1.3		0

				10-12.				▲ 0.5		0.4		0

				2003/ 1- 3.		03		▲ 0.1		0.8		0

				4- 6.				▲ 0.8		0.0		0

				7- 9.				▲ 1.2		▲ 0.6		0

				10- 12.				0.0		0.8		0

				2004/ 1- 3.		04		1.2		1.9		0

				4- 6.				1.4		2.1		0

				7- 9.				1.2		1.8		0

				10- 12.				▲ 0.1		0.1		0

				2005/ 1- 3.		05		0.4		0.9		0

				4- 6.				1.1		1.6		0
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（資料）内閣府「国民経済計算」

（年/期）

（％）

（図表５）実質民間最終消費支出
（前年同期比）



消費とカード取扱高

		

				消費性向

				国民経済計算ベース										家計調査（勤労者世帯）ベース カケイチョウサキンロウシャセタイ

								（１０億円） オクエン

						家計可処分所得（名目） カケイカショブンショトクメイモク		家計最終消費支出（名目） カケイサイシュウショウヒシシュツメイモク		消費性向（％） ショウヒセイコウ						平均消費性向（％） ヘイキンショウヒセイコウ

				1980		1,562,136		1,301,790		83.3				1980		77.9

				1981		1,677,243		1,383,788		82.5				1981		79.2

				1982		1,768,786		1,484,890		83.9				1982		79.3

				1983		1,846,567		1,562,336		84.6				1983		79.1

				1984		1,940,289		1,644,313		84.7				1984		78.7

				1985		2,036,793		1,740,048		85.4				1985		77.5

				1986		2,101,143		1,810,884		86.2				1986		77.4

				1987		2,154,940		1,896,567		88.0				1987		76.4

				1988		2,288,131		2,003,915		87.6				1988		75.7

				1989		2,449,838		2,147,003		87.6				1989		75.1

				1990		2,642,804		2,306,720		87.3				1990		75.3

				1991		2,829,521		2,436,254		86.1				1991		74.5

				1992		2,920,261		2,537,110		86.9				1992		74.5

				1993		2,968,758		2,596,154		87.4				1993		74.3

				1994		3,031,314		2,679,465		88.4				1994		73.4

				1995		3,049,692		2,718,444		89.1				1995		72.5

				1996		3,052,534		2,782,111		91.1				1996		72.0

				1997		3,118,843		2,834,471		90.9				1997		72.0

				1998		3,142,025		2,821,055		89.8				1998		71.3

				1999		3,114,258		2,801,574		90.0				1999		71.5

				2000		3,067,647		2,797,164		91.2				2000		72.1

				2001		2,976,628		2,797,453		94.0				2001		72.1

				2002		2,983,442		2,778,913		93.1				2002		73.1

				2003		2,975,608		2,763,826		92.9				2003		74.0

														2004		74.4
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（資料）内閣府「国民経済計算」
（注）消費性向＝家計最終消費支出／家計可処分所得

（年）

（％）

（図表６）消費性向の推移
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カード決済割合
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（資料）総務省「家計調査」

（年）

（％）

消費性向の推移
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デビットカード

		

				個人消費とカード取扱高 コジンショウヒ

														（億円） オクエン

						名目家計最終消費支出
（除く持ち家の帰属家賃） メイモクカケイサイシュウショウヒシシュツノゾモイエキゾクヤチン		名目民間最終消費支出 メイモクミンカンサイシュウショウヒシシュツ		クレジットカード
・ショッピング		クレジットカード
・キャシング		クレジットカード計 ケイ

				1986		1,568,847		1,838,720		57,520		23,842		81,362

				87		1,637,256		1,925,466		65,924		26,135		92,059

				88		1,727,847		2,034,429		78,606		29,413		108,019

				89		1,847,061		2,179,872		94,624		34,221		128,845

				90		1,982,707		2,342,719		115,287		43,369		158,656

				91		2,086,460		2,475,634		124,936		48,087		173,023

				92		2,161,327		2,580,523		131,003		51,381		182,384

				93		2,194,416		2,641,490		130,994		51,475		182,469

				94		2,257,739		2,726,464		136,321		51,430		187,751

				95		2,280,594		2,768,440		146,925		55,561		202,486

				96		2,329,218		2,834,327		167,531		59,622		227,153

				97		2,366,491		2,887,882		181,238		63,724		244,962

				98		2,341,508		2,882,095		190,131		67,005		257,136

				99		2,312,162		2,866,045		201,511		69,354		270,865

				2000		2,298,067		2,857,501		217,920		70,312		288,232

				01		2,287,471		2,859,655		232,739		74,805		307,544

				02		2,260,130		2,841,535		246,790		75,991		322,781

				03		2,236,634		2,827,021		265,819		75,662		341,481
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（資料）日本クレジット産業協会「日本の消費者信用統計」、
　　　　 内閣府「国民経済計算」

名目家計最終消費支出（左目盛）

カード取扱高（ショッピング、右目盛）

カード取扱高（キャッシング、右目盛）

（年）

（兆円）

（兆円）

クレジットカード取扱高と名目家計最終消費支出
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（資料）日本クレジット産業協会「日本の消費者信用統計」、
　　　　 内閣府「国民経済計算」

名目民間最終消費支出（左目盛）

クレジットカード取扱高（ショッピング、右目盛）

クレジットカード取扱高（キャッシング、右目盛）

（年）

（兆円）

（兆円）

（図表７）クレジットカード取扱高と名目民間最終消費支出



総人口

		

				日本と米国の消費に占めるカード決済取扱高の割合 トリアツカイダカ

																				（％）

						1996		1997		1998		1999		2000		2001		2002		2003

				米国・クレジットカード ベイコク		20.6		21.1		21.4		22.5		23.8		23.7		23.9		23.8

				米国・デビットカード ベイコク		1.8		2.8		3.7		4.7		6.0		7.1		8.4		9.7

				日本・クレジットカード（家） ニホンイエ		7.2		7.7		8.1		8.7		9.5		10.2		10.9		11.9

				日本・クレジットカード（民） ニホンミン		5.9		6.3		6.6		7.0		7.6		8.1		8.7		9.4

				（日本） ニホン																（億円） オクエン

				名目家計最終消費支出
（除く持ち家の帰属家賃） メイモクカケイサイシュウショウヒシシュツノゾモイエキゾクヤチン		2,329,218		2,366,491		2,341,508		2,312,162		2,298,067		2,287,471		2,260,130		2,236,634

				名目民間最終消費支出 メイモクミンカンサイシュウショウヒシシュツ		2,834,327		2,887,882		2,882,095		2,866,045		2,857,501		2,859,655		2,841,535		2,827,021

				クレジットカード
・ショッピング信用供与額 シンヨウキョウヨガク		167,531		181,238		190,131		201,511		217,920		232,739		246,790		265,819
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（資料）Nilson Report、内閣府「国民経済計算」、
 　　　　日本クレジット産業協会「日本の消費者信用統計」
（注）日本の数値は、クレジットカード・ショッピング信用供与
　　　額を名目民間最終消費支出で除したもの。
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（図表８）個人消費に占めるクレジットカード
決済の割合
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年齢別人口

		

				デビットカードの利用状況 リヨウジョウキョウ

						取引金額
（百万円）		取引件数
（千件）

				1999		11,114		395

				2000		147,294		3,222

				2001		305,443		6,157

				2002		434,752		8,253

				2003		530,906		9,489

				2004		708,712		10,947

				2005
（1-8月） ガツ		525,449		7,691





年齢別人口
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（資料）日本デビットカード推進協議会
（注）2005年は8月までの実績。

取引金額（左目盛）

取引件数（右目盛）

（年）

（百億円）

（百万件）

（図表９）デビットカードの取引実績



保有者率

		

				電子マネーの利用状況 デンシリヨウジョウキョウ

				（図１０）Edyの利用状況 ズリヨウジョウキョウ

						発行枚数（枚） ハッコウマイスウマイ		加盟店数（店） カメイテンカズテン		月間利用件数（万件） ゲッカンリヨウケンスウマンケン

				2003年1月  ネンガツ		65		2,100		50

				6月  ガツ		200		2,400		80

				12月  ガツ		340		3,400		190

				2004年6月  ネンガツ		470		6,700		400

				12月  ガツ		710		13,000		500

				2005年8月  ネンガツ		1,240		23,000		1,090

				（資料）ビットワレット報道発表資料 シリョウホウドウハッピョウシリョウ

				（注１）サービス開始は、2001年11月。 チュウカイシネンガツ

				（注２）発行枚数は携帯電話タイプのものも含む。 チュウ

				（図１１）Suicaの利用状況（ショッピング機能） ズリヨウジョウキョウキノウ

						発行枚数（枚） ハッコウマイスウマイ		加盟店数（店） カメイテンスウテン		月間利用件数（万件） ゲッカンリヨウケンスウマンケン

				2004年6月  ネンガツ		307		481		120

				12月  ガツ		509		700		240

				2005年8月  ネンガツ		847		1,200		360

				（資料）東日本旅客鉄道報道発表資料 シリョウヒガシニホンリョカクテツドウホウドウハッピョウシリョウ

				（注１）サービス開始は、2004年3月 チュウカイシネンガツ

				（注２）発行枚数は電子マネー対応カードのみ枚数。 チュウハッコウマイスウデンシタイオウマイスウ

				（注３）報道発表資料では、利用件数は1日あたりで発表されているため、 チュウホウドウハッピョウシリョウリヨウケンスウニチハッピョウ

				　　　　該当件数を30倍して表示している。 バイヒョウジ





年齢別会員

		

				年 ネン		人口（千人） ジンコウセンニン

				1980		117,061

				81		117,879

				82		118,693

				83		119,485

				84		120,237

				85		121,046

				86		121,672

				87		122,264

				88		122,784

				89		123,254

				90		123,611

				91		124,044

				92		124,452

				93		124,765

				94		125,033

				95		125,568

				96		125,865

				97		126,169

				98		126,485

				99		126,685

				2000		126,923

				01		127,289

				02		127,433

				03		127,618

				04		127,687

				05		127,708		　↓将来推計人口（中位推計） ショウライスイケイジンコウチュウイスイケイ

				06		127,741

				07		127,733

				08		127,686

				09		127,599

				10		127,473

				11		127,309

				12		127,107

				13		126,865

				14		126,585

				15		126,266

				16		125,909

				17		125,513

				18		125,080

				19		124,611

				20		124,107





年齢別会員
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（資料）総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」
（注１）2005年以降は、将来推計人口（中位推計）。
（注２）各年10月1日現在の人口。

（年）

（百万人）

（図表１２）わが国の人口



団塊世代１

		

				推計人口（各年10月1日現在） スイケイジンコウ

																										（千人） センニン

						2000		2001		2002		2003		2004		2005		2006		2007		2008		2009		2010

				20歳未満 サイミマン		26,008		25,633		25,296		24,902		24,495		24,274		24,032		23,771		23,532		23,328		23,133

				20歳代 サイダイ		18,247		17,904		17,443		16,965		16,480		16,206		15,671		15,331		14,985		14,641		14,299

				30歳代 サイダイ		16,924		17,339		17,754		18,169		18,480		18,494		19,018		18,944		18,839		18,646		18,397

				40歳代 サイダイ		16,746		16,283		15,948		15,788		15,763		15,736		15,649		15,936		16,189		16,442		16,763

				50歳代 サイダイ		19,211		19,345		19,265		19,183		18,940		18,950		19,147		18,399		17,590		16,819		16,227

				60歳以上 サイイジョウ		29,791		30,785		31,731		32,616		33,528		33,874		34,224		35,353		36,551		37,722		38,655

				合計 ゴウケイ		126,927		127,289		127,437		127,623		127,686		127,534		127,741		127,733		127,686		127,599		127,473

				（資料）総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」 シリョウソウムショウジンコウスイケイコクリツシャカイホショウジンコウモンダイケンキュウショショウライスイケイジンコウ

				（注１）2010年以降は、将来推計人口（中位推計）。 チュウネンイコウショウライスイケイジンコウチュウイスイケイ

				（注２）2005年のみ5月1日現在の人口。それ以外は10月1日現在の人口。 チュウネンガツニチゲンザイジンコウイガイガツニチゲンザイジンコウ

																						割合 ワリアイ

																						2005		2010		2000

																				20歳未満 サイミマン		19.0		18.1		20.5

																				20歳代 サイダイ		12.7		11.2		14.4

																				30歳代 サイダイ		14.5		14.4		13.3

																				40歳代 サイダイ		12.3		13.2		13.2

																				50歳代 サイダイ		14.9		12.7		15.1

																				60歳以上 サイイジョウ		26.6		30.3		23.5





団塊世代１
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		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0		0
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（資料）総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」
（注１）2010年以降は、将来推計人口（中位推計）。
（注２）2005年のみ5月1日現在の人口。それ以外は10月1日現在の人口。

20歳未満

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳以上

（年）

（図表１３）わが国の年齢別人口構成
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団塊世代２

		

				（図表１４）クレジットカード保有者数の年代別変化 ズヒョウホユウシャスウネンダイベツヘンカ

				（現在の保有者率が続いた場合） ゲンザイホユウシャリツツヅバアイ

				＜2003年＞ ネン										＜2010年＞ ネン

						人口
（万人） ジンコウマンニン		保有者率
（％） ホユウシャリツ		保有者数
（万人） ホユウシャスウマンニン				人口
（万人） ジンコウマンニン		保有者数
（万人） ホユウシャスウマンニン		03年対比
（％） ネンタイヒ

				20歳代 サイダイ		1,697		59		1,001				1,430		844		▲ 15.7

				30歳代 サイダイ		1,817		90		1,635				1,840		1,656		1.3

				40歳代 サイダイ		1,579		91		1,437				1,676		1,525		6.1

				50歳代 サイダイ		1,918		81		1,554				1,623		1,315		▲ 15.4

				60歳代 サイダイ		1,571		68		1,068				1,801		1,225		14.6

				合計 ゴウケイ		8,582		-		6,695				8,370		6,564		▲ 2.0

				（資料）日本信販「第13回クレジットカードついての消費者調査」、総務省「人口推計」、 シリョウニホンシンパンダイカイショウヒシャチョウサ

				　　　　 国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」をもとに日本総合研究所作成 ニホンソウゴウケンキュウショサクセイ

				（注１）2003年のクレジットカード保有者数は人口に日本信販による調査の保有者率を乗じて算出。 チュウネンホユウシャスウジンコウニホンシンパンチョウサホユウシャリツジョウサンシュツ

				（注２）2010年の保有者数の算出方法は将来推計人口に上記保有者率を乗じて算出。 チュウネンホユウシャスウサンシュツホウホウショウライスイケイジンコウジョウキホユウシャリツジョウサンシュツ





雇用者内訳

		

										（万件、万人） マンケンマンニン

						クレジットカード会員
（2004年） カイインネン		人口（2004年） ジンコウネン		人口（2010年） ジンコウネン

				20歳未満 サイミマン		29		2,445		2,313

				20歳代 サイダイ		1,514		1,648		1,430

				30歳代 サイダイ		2,916		1,848		1,840

				40歳代 サイダイ		2,701		1,576		1,676

				50歳代 サイダイ		2,671		1,894		1,623

				60歳以上 サイイジョウ		2,368		3,353		3,866





雇用者内訳

		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0



（資料）日本クレジット産業協会「日本の消費者信用統計」、
　　　　 総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」
　　　　 をもとに日本総合研究所作成
（注１）ここでは20歳未満の人口は除外した。
（注２）クレジットカード会員数は正確には、集積140社のクレジットカード会員
　　　　契約件数の合計（2004年3月末）。

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳以上

（図表１５）クレジットカード会員の年齢別構成と人口の年齢別構成



成果主義

		

				（図表１６）2012年の団塊の世代等が、現在の60代前半と異なる項目（男性） ズヒョウネンダンカイセダイナドゲンザイダイゼンハンコトコウモクダンセイ

						2002年
60～64歳 ネンサイ		2012年
60～64歳（団塊の世代） ネンサイダンカイセダイ

				クレジットカードを使うことに
 抵抗ない ツカテイコウ		24.2%		34.0%

				今どうしても欲しいものが
 思い当たらない イマホオモア		41.0%		33.5%

				趣味やスポーツでは道具や
 ファッションに凝る方だ シュミドウグコホウ		12.1%		20.2%

				買う前に値段をよく比較するほうだ カマエネダンヒカク		42.7%		49.8%

				（資料）樋口美雄「団塊世代の定年と日本経済」（2005年） シリョウヒグチウツクオスダンカイセダイテイネンニッポンケイザイネン

				（注）博報堂生活総合研究所「生活定点調査」を基にコーホート分析で世代効果・年齢効果・
　　　時代効果を分け、その後に団塊世代の世代効果と60歳から64歳の年齢効果をもとに
　　　2002年の時代効果がそのまま続くという前提のもとで2012年の予測数値を構成。 チュウハクホウドウセイカツソウゴウケンキュウジョセイカツテイテンチョウサモトブンセキセダイコウカネンレイコウカジダイコウカワゴダンカイセダイセダイコウカサイサイネンレイコウカネンジダイコウカツヅゼンテイネンヨソクスウチコウセイ





借金１

		

				趣味にかける金額 シュミキンガク

						現在 ゲンザイ		引退後 インタイゴ

				団塊世代 ダンカイセダイ		22.5		25.3

				シニア		25.0		21.3

						引退前 インタイマエ		現在 ゲンザイ





借金１

		0

		0



（資料）日経ＭＪ（2003年7月3日付）
（注）首都圏30km圏内と近畿圏30km圏内に
　　　住む団塊世代（1947-1949年生まれ）と
　　　シニア世代（1937-39年生まれ）の男女
　　　906人を対象に、2003年6月に行われた
　　　アンケート調査結果。

団塊世代

（万円）

（図表１７）団塊世代が１年間に
趣味にかける金額

22万5千円

25万3千円



借金２

		

														（万人） マンニン

						パート・アルバイト		派遣・契約社員等 ハケンケイヤクシャイントウ		正社員 セイシャイン		合計 ゴウケイ

				1990		710		171		3,488		4,369

				91		734		163		3,639		4,536

				92		782		176		3,705		4,663

				93		801		185		3,756		4,742

				94		800		171		3,805		4,776

				95		825		176		3,779		4,780

				96		870		173		3,800		4,843

				97		945		207		3,812		4,964

				98		986		187		3,794		4,967

				99		1,024		201		3,688		4,913

				2000		1,078		195		3,630		4,903

				01		1,152		208		3,640		5,000

				02		1,053		398		3,489		4,940

				03		1,089		415		3,444		4,948

				04		1,096		468		3,410		4,974

						パート・アルバイト		派遣・契約社員等 ハケンケイヤクシャイントウ		非正規雇用 ヒセイキコヨウ		正社員 セイシャイン

				1990		16.3		3.9		20.2		79.8

				91		16.2		3.6		19.8		80.2

				92		16.8		3.8		20.5		79.5

				93		16.9		3.9		20.8		79.2

				94		16.8		3.6		20.3		79.7

				95		17.3		3.7		20.9		79.1

				96		18.0		3.6		21.5		78.5

				97		19.0		4.2		23.2		76.8

				98		19.9		3.8		23.6		76.4

				99		20.8		4.1		24.9		75.1

				2000		22.0		4.0		26.0		74.0

				01		23.0		4.2		27.2		72.8

				02		21.3		8.1		29.4		70.6

				03		22.0		8.4		30.4		69.6

				04		22.0		9.4		31.4		68.6





借金２
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（資料）総務省「労働力調査特別調査」「労働力調査（詳細結果）」
（注）各内訳は、役員を除く雇用者数を100とした場合の割合。

パート・アルバイト

派遣・契約社員等

正社員

（年）

（図表１８）雇用者の内訳



生活意識

		

				（図表１９）雇用に関する方針：評価基準として年齢や ズヒョウコヨウカンホウシンヒョウカキジュンネンレイ

				勤続年数よりも成果主義を重視する キンゾクネンスウセイカシュギジュウシ

						過去3年間 カコネンカン		今後3年間 コンゴネンカン

				あてはまる		18.7%		42.4%

				ややあてはまる　		44.8%		45.7%

				どちらでもない		16.0%		6.3%

				あまりあてはまらない		15.1%		3.1%

				あてはまらない		3.4%		0.9%

				無回答 ムカイトウ		2.0%		1.6%

				（資料）労働政策研究・研修機構「労働者の働く意欲と雇用 シリョウロウドウセイサクケンキュウケンシュウキコウロウドウシャハタライヨクコヨウ

				　　　　管理のあり方に関する調査結果」（2004年7月） カタカンチョウサケッカネンガツ

				（図表２０）仕事の成果を賃金に反映させる制度の導入 ズヒョウシゴトセイカチンギンハンエイセイドドウニュウ

				導入している ドウニュウ						55.8%

				現在は導入していないが3年以内に導入を予定 ゲンザイドウニュウネンイナイドウニュウヨテイ						26.7%

				導入の予定はない ドウニュウヨテイ						14.7%

				無回答 ムカイトウ						2.7%

				（資料）労働政策研究・研修機構「労働者の働く意欲と雇用管理のあり方に シリョウロウドウセイサクケンキュウケンシュウキコウロウドウシャハタライヨクコヨウカンリカタ

				　　　　関する調査結果」（2004年7月）





支払方法

		

				キャッシングを利用したことがない理由 リヨウリユウ

				利用する必要がないから リヨウヒツヨウ		72.2

				お金を借りること自体に
抵抗があるから カネカジタイテイコウ		59.0

				金利が高いから キンリタカ		54.5

				返済方法や金利計算など、
利用方法が難しいから ヘンサイホウホウキンリケイサンリヨウホウホウムツカ		2.7

				簡単に借りることを覚えると
継続して利用しそうだから カンタンカオボケイゾクリヨウ		14.4

				審査が厳しいから シンサキビ		0.7

				会社や業界についてよくしら
ないので何となく不安だから カイシャギョウカイナンフアン		10.4

				返済が滞ると取立てが
怖そうだから ヘンサイトドコオトリタコワ		12.6

				その他 タ		1.0

				無回答 ムカイトウ		0.4





支払方法

		0
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		0

		0

		0

		0

		0

		0

		0



（資料）日本総合研究所
　　　　 「消費者金融会社に対する一般消費者のイメージ調査」
（注）調査時期は2005年4月。複数回答。

（％）

（図表２１）キャッシングを利用したことがない理由



個人破産（日本）

		

				キャッシングに対する意識：以前に比べるとキャッシングへの抵抗感がなくなった タイイシキイゼンクラテイコウカン

				そう思う オモ		9.6

				ややそう思う オモ		26.9

				どちらともいえない		12.1

				あまりそう思わない オモ		17.7

				そう思わない オモ		33.7





個人破産（日本）

		0

		0

		0

		0

		0



（資料）日本消費者金融協会「一般生活者調査結果」
（注）調査時期は2001年11月。

（図表２２）キャッシングに対する意識：
以前に比べるとキャッシングへの抵抗感がなくなった

どちらとも
いえない
12%

あまり
そう思わない
18%



個人破産制度

		

						毎日の生活を充実させて楽しむ マイニチセイカツジュウジツタノ		貯蓄・投資など将来に備える チョチクトウシショウライソナ

				1990		46.5		37.6

				91		46.7		37.5

				92		51.4		33.8

				93		49.2		37.1

				94		50.0		37.3

				95		49.9		31.7

				96		52.7		29.3

				97		53.4		28.8

				99		50.9		30.5

				2001		53.2		28.8

				2002		56.4		26.9

				03		56.4		27.3

				04		54.4		29.1

				05		54.2		28.4





個人破産制度
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		0		0
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（資料）内閣府「国民生活に関する世論調査」
（注）1998年、2000年はデータなし。

毎日の生活を充実させて楽しむ

貯蓄・投資など将来に備える

（年）

（％）

（図表２３）今後の生活の仕方



個人破産（米国）

		

				カード利用代金の支払い方法（カード利用者）（２つまで選択可） リヨウダイキンシハライホウホウリヨウシャセンタクカ

														（％）

						1995年 ネン		1997年 ネン		1999年 ネン		2001年 ネン		2003年 ネン

				１回払い カイハラ		88		93		91		90		94

				２回払い カイハラ		5		3		6		5		6

				ボーナス一括払い イッカツハラ		15		14		7		8		9

				３回～９回の分割払い カイカイブンカツハラ		7		3		5		2		2

				10回以上の分割払い カイイジョウブンカツハラ		2		1		1		2		1

				リボルビング払い ハラ		8		7		6		10		5





個人破産（米国）

		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0

		0		0		0		0		0



(資料）日本信販「第13回クレジットカードについての消費者調査」
(注）２つまで回答可。

1995年

1997年

1999年

2001年

2003年

（％）

（図表２４）クレジットカード利用代金の支払い方法



出資法

		

				個人破産件数（日本） コジンハサンケンスウニホン

				1993		43,545

				94		40,385

				95		43,414

				96		56,494

				97		71,299

				98		103,803

				99		122,741

				2000		139,281

				2001		160,419

				02		214,633

				03		242,377

				04		211,402





出資法
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（資料）最高裁判所

(年）

（千件）

（図表２５）わが国の個人破産件数
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グレーゾーン

		

				（図表２６）個人破産制度に関する変化 ズヒョウコジンハサンセイドカンヘンカ

						従来 ジュウライ		現在 ゲンザイ

				2005年2月：
 破産法の改正




 ネンガツハサンホウカイセイ		・破産手続きが開始した後に、
 　破産者が別途免責の申し立
 　てが必要

 ・破産者の自由財産となる金額：
 　標準世帯の必要生計費の2ヵ月
 　分（66万円） ハサンテツヅカイシアトハサンシャベットメンセキモウタヒツヨウハサンシャジユウザイサンキンガクヒョウジュンセタイヒツヨウセイケイヒガツブンマンエン		⇒破産手続きと免責手続き
 　 の一体化（破産申し立て
  　と同時に免責の申し立て
  　があったものとみなす）
 ⇒3ヵ月分（99万円）

 ハサンテツヅメンセキテツヅイッタイカハサンモウタドウジメンセキモウタゲツブンマンエン

				1999年4月：
 即日面接の導入
 （東京地裁） ネンガツソクジツメンセツドウニュウトウキョウチサイ		・申し立てから破産審尋までの
 　期間：1～2ヵ月
 モウタハサンシンヒロキカンゲツ		・弁護士が代理人となって
 　申し立てた場合、問題が
 　無ければ、即日破産宣告 ベンゴシダイリニンモウタバアイモンダイナソクジツハサンセンコク

				1999年4月：
 管財事件における少額管財
 手続きの導入
 （東京地裁） ネンガツカンザイジケンショウガクカンザイテツヅドウニュウトウキョウチサイ		・破産宣告から免責審尋までの
 　期間：約9ヵ月
 ・予納金：最低50万
 ハサンセンコクメンセキシンヒロキカンヤクゲツヨノウキンサイテイマン		⇒3ヵ月

 ⇒20万円
 ゲツマンエン

				（資料）金融財政事情研究会「金融法務事情」 1999年10月25日号、2000年7月15日号等をもとに シリョウキンユウザイセイジジョウケンキュウカイキンユウホウムジジョウネンガツニチゴウネンガツニチゴウトウ

				　　　　 日本総合研究所作成

				（注）自己破産の申し立て後、財産がほとんどない場合は通常の破産事件（同時廃止）と チュウジコハサンモウタゴザイサンバアイツウジョウハサンジケンドウジハイシ

				　　　なり、直接免責手続きに進むことになるが、一定の資産がある場合や安易な免責に チョクセツメンセキテツヅススイッテイシサンバアイアンイメンセキ

				　　　問題がある場合は管財事件となり、破産管財人の選任、債権者集会の開催などを経て、 モンダイバアイカンザイジケンハサンカンザイニンセンニンサイケンシャシュウカイカイサイヘ

				　　　免責手続きに進むことになる。 メンセキテツヅスス





郵貯

		

				個人破産（米国） コジンハサンベイコク

						ﾈｯﾄ償却率 ショウキャクリツ		個人破産 コジンハサン

				1985		2.52		297,885

				86		3.35		401,575

				87		3.36		473,000

				88		3.26		526,066

				89		3.17		580,459

				1990		3.46		660,796

				91		4.58		812,685

				92		4.68		899,840

				93		3.73		852,306

				94		3.11		788,509

				95		3.48		806,816

				96		4.48		989,172

				97		5.31		1,263,006

				98		5.20		1,379,249

				99		4.61		1,352,030

				2000		4.46		1,240,012

				01		5.46		1,349,471

				02		6.22		1,466,105

				03		5.63		1,613,097

				04		4.99		1,462,111

				05				851,683
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（資料）Federal Reserve Board, US Department of Commerce

（資料）Federal Reserve Board、US Department of Commerce、
　　　　 US Courts
（注）2005年の個人破産件数は上半期までのもの。

米銀のｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ債権のﾈｯﾄ貸倒償却率（左目盛）

個人破産件数（右目盛）

(年）

（％）

（千件）

（図表２７）米国の個人破産件数と
銀行のクレジット・カード債権の償却率



三角合併

		

						出資法の上限金利 シュッシホウジョウゲンキンリ

				1980		109.5

				81

				82

				83		73.0

				84

				85

				86		54.75

				87

				88

				89

				90

				91		40.004

				92

				93

				94

				95

				96

				97

				98

				99

				2000		29.2

				01

				02

				03

				04





三角合併
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（資料）日本総合研究所作成

［109.5%］

［73.0%］

［54.75%］

［40.0%］

［29.2%］

（1983/11）

（2000/6）

（91/11）

（86/11）

（年）

（％）

（図表２８）出資法における上限金利の推移



時価総額

		

						グレーゾーン金利 キンリ

				（金利） キンリ

				29.2%										← 出資法における上限金利 シュッシホウジョウゲンキンリ

				20%

				18%

				15%										← 利息制限法における上限金利 リソクセイゲンホウジョウゲンキンリ

						10万円 マンエン				100万円 マンエン				（貸付元本） カシツケガンポン



グレーゾーン金利



まとめ

		

				（図表３０）日本郵政公社の郵便貯金業務の概要 ズヒョウニホンユウセイコウシャユウビンチョキンギョウムガイヨウ

				郵便貯金残高 ユウビンチョキンザンダカ		214兆1,490億円
 （うち通常郵便貯金 55兆7,056億円） チョウオクエンツウジョウユウビンチョキンチョウオクエン

				個人預貯金の割合 コジンヨチョキンワリアイ		99.5%
 （参考：国内銀行 63.5%） サンコウコクナイギンコウ

				郵便局数 ユウビンキョクスウ		24,678局 キョク

				ATM設置台数 セッチダイスウ		26,519台 ダイ

				共用カード種類（2005年8月15日現在） キョウヨウシュルイネンガツニチゲンザイ		143種類  シュルイ

				共用カード発行会社数（2005年8月15日現在） キョウヨウハッコウカイシャスウ		56社 シャ

				主要カード会社供与カード発行枚数		クレディセゾン 350万枚（2004年12月）
 日本信販（現UFJニコス） 150万枚（2005年2月）
 JCB 16万枚（2005年2月） マンマイネンガツ

				（資料）日本郵政公社ディスクロージャー誌、各カード会社発表資料等 シリョウニホンユウセイコウシャシカクカイシャハッピョウシリョウトウ

				（注１）共用カードに関する数値以外は、2005年3月末現在。 チュウキョウヨウカンスウチイガイネンガツマツゲンザイ

				（注２）共用カードは、クレジットカードに郵便貯金キャッシュカード機能を付加したもの。 チュウキョウヨウユウビンチョキンキノウフカ





		

						（図表３１）三角合併 ズヒョウサンカクガッペイ

						（資料）日本総合研究所作成 シリョウニホンソウゴウケンキュウショサクセイ



親会社

存続会社
（子会社）

消滅会社

株主

親会社の株式を交付

吸収合併

親会社の株式の移動



		

				株式時価総額（2005年10月12日終値ベース） カブシキジカソウガクネンガツニチオワリネ

						（100万ドル） マン

				シティ・グループ		231,619.64

				HSBC		178,842.78

				バンク・オブ・アメリカ		168,270.83

				AIG		160,142.38

				バークシャー・ハザウェイ		129,660.65

				J.P.モルガン・チェース		117,012.84

				UBS		97,927.45

				ウエルズ・ファーゴ		97,686.49

				ﾛｲﾔﾙ・ﾊﾞﾝｸ・ｵﾌﾞ・ｽｺｯﾄﾗﾝﾄﾞ		89,059.90

				アメリカン・エキスプレス		61,027.36

				MBNA		30,892.69

				キャピタル・ワン		19,353.22

				三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ ミツビシ		122,946.90

				三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ ミツイスミトモ		75,619.02

				みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ		67,172.10
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（資料）Bloomberg
（注１）時価総額は2005年10月12日終値ベースのもの。
（注２）MBNAはバンク・オブ・アメリカに買収される予定。

（10億ドル）

（図表３２）主な金融機関の時価総額



		

				（図表３３）クレジットカード市場を取り巻くマクロ環境変化とその影響 ズヒョウシジョウトマカンキョウヘンカエイキョウ

								今後の動向、変化 コンゴドウコウヘンカ		クレジットカード市場への影響 シジョウエイキョウ

				経済環境 ケイザイカンキョウ		・金利

 キンリ		・デフレからの脱却
 ・超低金利時代の終焉
 ダッキャクチョウテイキンリジダイシュウエン		・クレジットカード会社の資金調達コストの上昇
 ・クレジットカード会員のフロート・ベネフィットの上昇
 ・加盟店におけるカード利用代金の早期回収ニーズの高まり カイシャシキンチョウタツジョウショウカイインジョウショウカメイテンリヨウダイキンソウキカイシュウタカ

						・雇用者所得と個人消費 コヨウシャショトクコジンショウヒ		・雇用者所得、個人消費とも穏やかに増加 コヨウシャショトクコジンショウヒオダゾウカ		・限られた消費支出のなかでクレジットカード利用割合を高める必要性 カギショウヒシシュツリヨウワリアイタカヒツヨウセイ

				消費者 ショウヒシャ		・人口構成
 ジンコウコウセイ		・人口の減少と少子高齢化の進展
 ジンコウゲンショウショウシコウレイカシンテン		・潜在的な顧客数の減少 
 ・高齢者層における会員獲得が重要に センザイテキコキャクスウゲンショウコウレイシャソウカイインカクトクジュウヨウ

						・雇用環境

 コヨウカンキョウ		・雇用形態の多様化
 ・所得の変動幅の拡大
 コヨウケイタイタヨウカショトクヘンドウハバカクダイ		・サブプライム層の拡大
 ・会員属性情報の早期陳腐化
 ・資金回収リスクの高まり ソウカクダイカイインゾクセイジョウホウソウキチンプカシキンカイシュウタカ

						・借財と消費に対する意識
 シャクザイショウヒタイイシキ		・借財に対する態度の柔軟化
 ・積極的な消費行動の増加 シャクザイタイタイドジュウナンカセッキョクテキショウヒコウドウゾウカ		・リボルビング払いを受け入れる消費者の増加
 バラウイショウヒシャゾウカ

						・個人破産 コジンハサン		・個人破産の趨勢的な増加 コジンハサンスウセイテキゾウカ		・クレジットカード会社の貸倒償却率の上昇 カイシャカシダオレショウキャクリツジョウショウ

				法制度 ホウセイド		・金利規制
 キンリキセイ		・過払い金返還請求の増加
 ・上限金利規制の見直し カバラキンヘンカンセイキュウゾウカジョウゲンキンリキセイミナオ		・キャッシングの金利収入に大きな影響
 キンリシュウニュウオオエイキョウ

						・新規参入に関する法制
 シンキサンニュウカンホウセイ		・郵政民営化による郵便貯金会社の誕生
 ・新会社法施行による三角合併の解禁 ユウセイミンエイカユウビンチョキンカイシャタンジョウシンカイシャホウシコウサンカクガッペイカイキン		・郵便貯金会社によるクレジットカード発行の可能性
 ・外国企業による新規参入、企業再編の活発化 ユウビンチョキンカイシャハッコウカノウセイガイコクキギョウシンキサンニュウキギョウサイヘンカッパツカ

				（資料）日本総合研究所作成 シリョウニホンソウゴウケンキュウショサクセイ






